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顧問弁護士のご案内 （オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail:mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【市川法律事務所】 
TEL：047-712-5100

【東京法律事務所】 
TEL：03-6265-1817

【千葉法律事務所】 
TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 
TEL：047-407-4680

【成田法律事務所】 
TEL：0476-20-3031

【津田沼法律事務所】 
TEL：047-409-6371

【かしま法律事務所】 
TEL：0299-85-3350

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

人事労務の法改正について
新年度となりましたので、今年度の人事労務関係に関わる法

改正を取り上げます。

現在、常時雇用する従業員が３０１名以上の企業に義務づけら
れている取り組みがいくつかありますが、この対象となる従業員
数が１０１名以上と変更されます（１００名以下の場合は努力義
務）。
これらの企業は、①自社における女性の活躍に関する状況把

握、課題の分析を行って、②数値目標を定めた行動計画の策定・社
内周知・公表をし、③行動計画を策定した旨の都道府県労働局へ
の届出、④女性の活躍に関する情報の公表、をしなければなりませ
ん。

女性活躍推進法の改正によって、何が変わったのでしょ
うかQ

パワハラ対策に関し、中小企業に認められていた猶予期間は４月
１日まででした。したがって、現時点では以下の様なパワハラ対策
の措置を講じる義務が生じています。仮に対策を取っていない場
合、パワハラに関して企業の安全配慮義務違反が問われることに
なりますので、ご注意ください。

① パワハラの内容及びパワハラを行ってはならない方針を明確
化し、労働者に周知啓発する（パワハラの具体例やそれが許され
ないこと・懲戒処分の対象となり得ることを内容とする研修・講習
の実施）。

② パワハラを行った者に対し厳正に対処する旨の方針及び対処
内容を就業規則その他の服務規律を定めた文書に規定し労働者
に周知啓発する（懲戒処分の例として定める）。

③ 相談窓口を定め周知する（会社内部に限らず外部委託も
可）。

パワハラ防止に関して、何かしなければならないでしょう
かQ

④ 相談窓口の担当者が相談内容や状況に応じて適切に対処す
る（研修等を受講させた適切な対応が可能な担当者を選任する必
要がある）。

⑤ パワハラ相談の申し出後、迅速かつ適切な対応をすること
（迅速かつ適切な事実確認、被害者に対する配慮の措置の適切
な実施（配置転換等）及び行為者に対する適切な措置（懲戒処分
等）、パワハラの事実が認定できたか否かにかかわらず職場全体
における再発防止措置の実施）。

⑥ 相談時・または相談後、被害者・行為者等のプライバシー保
護に必要な措置を講じ、労働者に周知する（情報漏洩のないよう
相談担当者への指導教育の実施）。

⑦ パワハラの相談や、事実関係の確認等に協力したことを理由
とした不利益取り扱いの禁止

短時間労働者の社会保険加入に関する改正があります（１０月
から）。
雇用する被保険者の労働者が常時１００人を超える事業所で働

く短時間労働者であり、かつ、継続して２ヶ月以上使用される、ま
たは使用される見込みである場合に社会保険の加入対象となりま
す。
また、成人年齢が１８歳に引き下げられましたので、１８歳以上で

あれば、親権者の同意なく雇用契約を締結しても、雇用契約が取り
消されることはなくなりました。

その他人事労務に関わる改正はなにがあるでしょうかQ

【成田法律事務所】
所属弁護士： 宮崎　寛之（みやざき　ひろゆき）

中央大学法学部法律学科卒業、中央大学法科大学院修了後、
弁護士登録（千葉県弁護士会）。日弁連裁判官制度改革・地域
司法計画推進本部委員。平成29年度千葉県弁護士会常議員。
主に、交通事故、労災事故、相続、離婚、中小企業法務（労務
問題）を中心に活動を行うと共に、千葉県経営者協会労務法

制委員会等の講演の講師も務める。

プロフィール



まもなく今年もGＷが近づいてきました。今年は暦上では3連休が2回の飛び石連休です
が、有給休暇をうまく利用して10連休という方もいらしゃるでしょうか。
さて、ゴールデンウィークと当たり前のように呼んでいますが、何がゴールデンなのだろう

とふと思い調べてみたところ、ゴールデンウィークの起源は、春の連休になると映画館の入場
者数が一気に増加することから日本の映画会社が「ゴールデンタイム」をヒントに「最高に素
晴らしい１週間」という意味を込めて「ゴールデンウィーク」と呼び始めたのがはじまりと言
われているとのこと。他方でテレビ業界などでは映画業界の宣伝となってしまうことや横文
字は高齢者には伝わりにくいという理由で「（春の）大型連休」という表現を使っているそう
です。期間中、どちらの呼び方を多く見かけるか、今年は意識して過ごしてみようかと思いま
す。
＊＊＊＊
リーガルプラスではGＷ期間中、日曜・祝日を除き各事務所は通常通り営業しておりますので、お気軽にお問い合わせくださいませ。

編集後記

遺産分割解決事例

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【Aさんの相談内容】
私の弟が亡くなりました。遺言はありません。遺産分割手続を

進めようとしたところ、異母弟がいることが分かりましたが、行
方が分かりません。親族の話によると、数十年前に海外に行っ
たきり、音信不通のようです。
相続人の中に行方不明者がいる場合、どのように遺産分割を

進めればよいでしょうか。

【解決内容】
行方不明の相続人について、家庭裁判所に不在者財産管理人

の選任を申し立て、不在者財産管理人を交えて、遺産分割協議
を成立させました。

【不在者財産管理人】
不在者財産管理制度は、家庭裁判所の監督の下で不在者の財

産を管理する制度です。財産を管理する不在者財産管理人は、
利害関係人（不在者の配偶者、相続人にあたる者、債権者など）
や検察官の申立てに基づき家庭裁判所により選任され、家庭裁
判所の監督の下で不在者の財産の管理を行います。
不在者財産管理人には、不在者の親族が選任されたり、弁護

士、司法書士などの第三者が不在者財産管理人として選任され
たりします。
この制度で対象となる不在者は、従来の住所又は居所を去

り、容易に戻る見込みのない者とされ、例えば、長期の家出人や
音信不通となっている人で、親戚、友人等に照会して行方を捜し
たものの、その所在が判明しない人などが挙げられます。

【遺産分割における不在者財産管理制度の活用】
遺産分割協議は、相続人全員で行わなければならず、一部相

続人のみでなされた遺産分割協議は、無効です。
したがって、相続人の中に行方不明者がいる場合であっても、

行方不明者を除く他の相続人のみで遺産分割協議をすることは
できません。
そのような場合に、不在者財産管理人が選任されれば、行方

【市川法律事務所】 
TEL：047-712-5100

【東京法律事務所】 
TEL：03-6265-1817

【千葉法律事務所】 
TEL：043-301-6761

【船橋法律事務所】 
TEL：047-407-4680

【成田法律事務所】 
TEL：0476-20-3031

【津田沼法律事務所】 
TEL：047-409-6371

【かしま法律事務所】 
TEL：0299-85-3350

不明者の代わりに不在者財産管理人との間で遺産分割協議を
行うことができます。

【本件について】
本件では、当事務所が、不在者と共同相続人の立場にある利

害関係人Aさんの代理人として、申立を行いました。
申立前には、行方不明の相続人が海外に行ったまま音信不通

になっていることについて、出国当時の事情を知る親族から話
を聞きました。また、外務省への所在調査依頼で、所在不明の回
答を得ました。
これらの事情を明らかにして、家庭裁判所に申立を行ったとこ

ろ、不在者財産管理人が選任されました。
不在者以外の相続人との間では、既に遺産分割の話がまと

まっていたのですが、選任後、不在者財産管理人からも承諾を
得られ、遺産分割を成立させることができました。
なお、不在者財産管理人が遺産分割に応じる際には裁判所か

らの許可が必要であり、また、不在者財産管理人は不在者の利
益のために活動することから、不在者の取得分が法定相続分を
下回る遺産分割は、原則としてできません。
本件でも、不在者を含む相続人全員が法定相続分を取得する

内容で、遺産分割協議書を作成しました。

【かしま法律事務所】
所属弁護士：村田　羊成（むらた  よしなり）

中央大学法学部卒業、中央大学法科大学院修了後、弁護士登
録（茨城県弁護士会）。現在はかしま法律事務所に所属し、主
に、交通事故、労災事故、相続、離婚、中小企業法務（労務問

題）を中心に活動を行い、企業から個人の相談者まで、様々なお悩みや問題の解決に向
けて奔走している。

プロフィール

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対
応しています。相続に関する相談件数は、年間300件を超える実績※がござい
ます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2021年1月1日～12月31日


